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2012年度政府予算および政策に関する要請書

　国民生活の安定に尽力されておられる貴職に対し敬意を表します。

　さて、2012年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

（◎が重点課題）

記

【道路・河川事業】

　1.　道路・河川に関する国直轄事業においては、各地方自治体の要望に応じた予算確保に努めること。とくに、河川における国直轄事業の維持管理費の特定事業にかかる地方負担については廃止すること。

　2.　道路・橋梁等の社会資本は、国民生活に密着した施設であり、誰もが安全で安心して利用できるよう国の責任で地方の要望に応じた予算を確保すること。あわせて、国・地方を含めた危機管理体制の確立を早急に検討すること。

　3.　道路法第42条「道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない。」の法解釈・裁量は各自治体に委ねられているのが現状である。一方、2000年11月施行の交通バリアフリー法「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した円滑化の促進に関する法律」にもみられるよう法制定時とは比較にならないほど社会的需要および重要性は増している。そういう視点を持って、道路法42条２項に掲げる道路に関わる事項について政令を定めること。

　4.　各地方自治体の現場を熟知している現業職員の優位性を再認識するとともに、地方自治体の予算要望に対し積極的な対応を検討すること。

【下水道行政】

　5.　次年度の予算編成に際しては、特徴的事項を明確化し、現在、事業推進中の各既存事業や使用者への影響をライフラインとしての下水道（汚水処理）サービスを視点に想定して、予想される効果などを具体に提示すること。

　6.　交付金制度へ移行し、下水道予算は、雨水対策や汚水処理など国民生活に密着する事業であるが、各自治体内で予算配分が低下傾向を示しており、下水道事業がより円滑に推移するように創意工夫を行うこと。また、交付金の執行進捗率の報告等事務の煩雑化を解消できるよう検討すること。雨水費用については、下水道浸水被害低減総合事業や効果促進事業など幅広い事業ができるよう支援を継続すること。

◎7.　国土交通省・総務省・農林水産省・環境省などの汚水処理事業を行う省庁間の連携を密にし、下水道については、環境保全や伝染病対策を行う上で重要な事業であり、汚水処理未整備区域の早期整備や合流式緊急改善対策事業など事業が進捗するよう積極的な推進を行うこと。また、浄化槽については、国策として単独浄化槽を早期に全面使用禁止にして合併浄化槽への切り替えや下水道への接続を促し、公共用水域の水質改善に積極的に取り組むこと。

　8.　下水道事業を円滑に実施し、事業管理者の権限を高めるためにも、国の政策として公営企業法の全面適用を原則とするように方針を明確化すること。

　9.　単体ディスポーザーに関して、国での検討状況・考え方を明示すること。

　10. 東日本大震災に関わる下記内容について予算処置等を行うこと。

　　(１)　東北地方太平洋側沿岸では津波による下水処理施設の機能停止などの重大な被害が発生している。処理施設等の回復にあたっては、現状復旧に拘らず、代替え施設の建設も含めて実施できるように法改正も含めて取り組むこと。

　　(２)　初動対応から災害査定までの対応について、被災自治体や支援自治体の実務について職員を対象に検証を行い、課題を整理し災害対策要綱を速やかに改善すること。とくに、初期対応については、通行できる道路の情報などを支援部隊に的確に伝えることが早期の支援につながるため、情報伝達方法等のルール化を行うこと。

　　(３)　今後の早期復旧にむけて、支援する自治体が長期的な対応が可能となるような措置について、関係省庁と協議すること。その際、支援自治体の業務に大きな影響が出ないよう、配慮すること。さらに、業務に就く支援者用の仮設住宅の建設など支援者の負担軽減を踏まえた対応を検討すること。

　◎(４)　福島第一原発の事故により、下水汚泥に放射性物質が含まれるなどの二次災害が広い範囲で発生している。また、放射性物質を含む汚泥処理にあたっては、将来的な安全も視野に当面の対策を明確化し、その費用については国の責務において費用を負担し、各自治体の負担軽減を行うこと。さらに、汚泥の二次製品化については、基準以下の汚泥であっても最小限となるように努力すること。

　　(５)　被災自治体の下水道に関わる全労働者に対して、労働災害EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 10(ゼロ),０)をめざした取り組みを積極的に行うこと。とくに、放射線被曝に対する取り扱いマニュアルやメンタルヘルス不全などに対する注意喚起を積極的に行うこと。

　　(６)　今回の震災も踏まえ、全国的に下水道施設で地震対策が必要な個所を早急に点検し対策を講じること。

【都市計画・港湾行政】

　11. 東北地方太平洋沖地震における被災地域の復興まちづくりは、地域主権を原則とし、地域の特性や地域ニーズなどを十分に踏まえた地域主体のまちづくりとなるよう進めること。また、震災による影響を鑑み、各都市の既存事業について、期間の延長をするなど柔軟な対応をはかること。

　12. 「液状化対策技術検討会議」の検討結果を踏まえ、ライフラインを含めた都市施設並びに土地に定着するすべての工作物について、液状化による災害を未然に防止するために法改正を含めた総合的な対策を明確に示すとともに、対策が必要な地域については、早急に措置を講じること。

　13. 都市防災上、必要不可欠な重要構築物や防災道路沿いの構築物は、耐震診断および必要な耐震補強を義務化するなど、都市防災対策の見直しを進めること。また、既存の建築物等も含めて、法改正を視野に入れた非構造部材の基準の見直しを行うこと。

　14. 2011年３月31日、参議院国土交通委員会　附帯決議（以下、「附帯決議」）第１項にもあるが、東北地方太平洋沖地震の被害が港湾において甚大であることに鑑み、被災した港湾施設の早期復旧をはかること。

　　　また、港湾が地域経済の活性化や産業再生などの重要な役割を担っていることに鑑み、早急に復興施策を講じること。

　　　さらに、震災からの復興を最重要項目として位置づけ、場合によっては、港湾局関係予算の主要施策の予算を投入するなど、早急な対応を行うこと。

　15. 一括交付金について、自治体の意見を取り入れながら自治体が活用しやすい制度を構築するとともに、地域特色を育むまちづくりを進めるためにも自治体の自由裁量を拡大し、地域が自己決定できる財源とすること。また、具体の制度設計では、一括交付金の対象となる補助金、交付金等の必要額を確保するとともに事務手続きの簡素化をはかるよう関係省庁へ働きかけること。

　16. 地域のまちづくりに関して、質の高い公共サービスを提供するために直営を基本とした専門的技能職の確立にむけ関係省庁へ働きかけること。

　17. 港湾法および特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律について、次の措置を講ずること。

　　(１)　附帯決議第５項にもあるが、「港湾の選択と集中」については、港湾は地域経済の活性化や産業再生など重要な役割を担っていることから、地方港湾をはじめ国際戦略港湾以外の港湾についても、引き続きその機能強化をはかるとともに、補助金や交付金などの資金面を含め具体的な施策を明らかにすること。

　　(２)　「港湾運営の民営化」については、港湾管理者の意思が尊重されるとともに、港湾運営会社の指定およびその時期については、当該港湾管理者の意見や方針を十分に配慮すること。

　　(３)　法律の改正については、港湾管理者はもちろん各港湾関係団体と十分な議論がなされずに法案が通過した経過があるなかで、港湾管理者が政策を進めるうえで弊害にならないよう、これに付随する政令を作成する上では、港湾管理者等各港湾関係団体、とりわけ労働組合と十分協議すること。

　　(４)　港湾計画について、本法律や国が進めている政策により発生した変更事案、港湾運営会社から提案されることにより発生する変更事案等について、手続きにおいて港湾管理者に負担とならないよう最大限配慮すること。

以　　上　　
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